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年上半期の厳しい状況を経て、ドイツへのインバウンド観光に

回復の兆し

東京、 年 月 日 本年初頭は、貿易摩擦や地政学的な対立が多くの送客市場

における消費者心理に不安を与えましたが、最新の市場調査データおよび国際機関の

調査によれば、ドイツ観光局（以下 ）は、主要な海外市場において旅行意欲の回

復傾向が見られ、今後の需要増に期待を寄せています。

のペトラ・ヘードルファー は次のように述べています。

「ドイツは、国際的な比較においても引き続き魅力的な旅行先です。今年 月初旬に

当局が の主要市場で実施した独自の消費者調査では、今後 か月以内にドイツを訪

れたいと考える人が ％に上ることが確認されました。」

ドイツ連邦統計庁が発表した 年 月の最新月次統計によると、国際宿泊数は

万泊で、前年同月比 ％減となりました。これは主に、前年 月に開催されたサッ

カー欧州選手権 （ ）が歴史的な宿泊数増加をもたらした反動に

よるものです。 年上半期累計では、外国人宿泊数は 万泊で前年同期比



 

 

％減となりましたが、 による特需を除けば、 年上半期比で ％の

増加となります。

コンサルティング会社 コンサルティングのデータでも「欧州選手権効果」が裏

付けられています。 年 月のホテル稼働率は前年同月比で ポイント低下しま

したが、上半期累計では稼働率 ％と前年並みを維持。市場内では高級ホテルカテゴ

リーへのシフト傾向がわずかに見られます。

旅行業界データ分析会社フォワード・キーズによれば、 年上半期末時点での国際

航空到着数は前年同期比 ％減少しました。背景には、ドイツ発着の航空座席供給量

が新型コロナ前より依然 ％少ないことがあります。さらに、業界団体の分析によれ

ば、欧州の競合国並みの回復が進まない要因として、ドイツ国内の航空管制料や航空

税の引き上げも挙げられます。

一方で、 年下半期のインバウンド観光には明るい見通しもあります。ヨーロッパ

観光委員会（ ）が 年 月に実施した最新の「欧州域内旅行動向モニタリング

（ ）」によると、 月から 月にかけて旅行を予定しているヨーロッパ人は

％に達し、春の調査から ポイント増加しました。特に晩夏の旅行が増える傾向が

あり、昨年は 月または 月に夏季休暇を計画した人が ％だったのに対し、今年は

％に上っています。ドイツは、スペイン、イタリア、ギリシャ、フランスと並び、

年夏にヨーロッパ人が選ぶ人気渡航先トップ に入りました。旅行先選定の重要

な基準は、安全性、安定した天候、価格面での魅力的なオファーであるとされていま

す。さらに、前回調査で示された「旅行支出の増加傾向」や「滞在期間のわずかな延

長傾向」が引き続き安定していることも、今後の見通しを後押ししています。

ドイツ観光局 について

ドイツ観光局 ）はドイツ連邦経済エネルギー省 の委託により観光の国ドイツを代表しており、

ドイツ連邦議会の決議に基づき から助成されている。 ドイツ国内のインバウンド観光業界、民間

のパートナー企業や各種旅行団体との協業にて、 は観光の国ドイツのイメージアップと外国人旅客の

ドイツ旅行促進のための戦略を立てマーケティング活動を実施している。

の中心的な戦略は以下の３つである。

 明確な目的のもとで実施される市場調査とエビデンスに基づく市場特有の顧客需要（ ）の

分析

 ドイツインバウンド業界の中核を担う中小企業を中心に、連携と情報共有の強化

 観光の国ドイツのブランドイメージの向上とブランド力の強化



 

 

重点テーマ：デジタル化と持続可能性

ドイツ観光局 は、ドイツ政府の目標に沿う将来を見据えた観光の促進に力を入れている。中でも重

点項目となっているのは、デジタル化と持続可能性である。

より持続可能でかつ競争力の高いインカミングツーリズムのために、 本柱の戦略でまず外部に向けた知

識の共有を行い、これを支援する形で組織内での持続可能性イニシャティブと組み合わせている。 は、

観光の国ドイツを国際観光市場で万人に優しく持続可能性にも富んだ観光の目的地として位置づけている。

は、チャットボットのような 人工知能や対話型インターフェイスを駆使した注目の新技術（ 仮

想現実、 拡張現実、 複合現実）実用化のパイオニアである。 支援型マーケティングプラットフォ

ームで、観光分野のサービスやオファーを目に見えるわかりやすい形で提供できるよう、 はドイツ観

光経済のオープンデータ ナレッジグラフプロジェクトを実施している。

は、東京を含む世界 ヶ所にある海外支局を通じてマーケティング活動を行っており、フランクフル

トに所在する本局がこれらの海外支局を統括している。


